
【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成22年６月29日

【事業年度】 第２期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

【会社名】 住石ホールディングス株式会社

【英訳名】 Sumiseki Holdings,Inc.　

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　長崎　駒樹

【本店の所在の場所】 東京都港区新橋六丁目16番12号

【電話番号】 03(5733)9901

【事務連絡者氏名】 経理部長　　伊万里　要一郎

【最寄りの連絡場所】 東京都港区新橋六丁目16番12号

【電話番号】 03(5733)9901

【事務連絡者氏名】 経理部長　　伊万里　要一郎
 
【縦覧に供する場所】

 
株式会社東京証券取引所　

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

住石ホールディングス株式会社(E21342)

有価証券報告書

 1/76



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結会計年度に係る主要な経営指標等

回次 第１期 第２期 　 　 　
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 　 　 　

売上高（百万円） 53,562 33,794 　 　 　

経常利益（百万円） 756 609 　 　 　

当期純利益（百万円） 203 302 　 　 　

純資産額（百万円） 4,058 4,848 　 　 　

総資産額（百万円） 20,542 16,678 　 　 　

１株当たり純資産額（円） 26.49 39.92 　 　 　

１株当たり当期純利益金額

（円）
3.46 5.14 　 　 　

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
3.03 4.50 　 　 　

自己資本比率（％） 19.8 29.1 　 　 　

自己資本利益率（％） 4.8 6.8 　 　 　

株価収益率（倍） 24.3 17.9 　 　 　

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△1,776 3,615 　 　 　

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△51 △56 　 　 　

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
1,633 △3,934 　 　 　

現金及び現金同等物の期末

残高（百万円）
1,103 728 　 　 　

従業員数（人）

(外、平均臨時雇用者数)

113

(28)

97

(20)

　

　

　

　

　

　

　（注）１  売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２　当社は平成20年10月１日に単独株式移転により住友石炭鉱業株式会社（現　住石マテリアルズ株式会社）の完全

親会社として設立されたため、当社の第１期の事業年度は平成20年10月１日から平成21年３月31日までであり

ますが、第１期連結会計年度は完全子会社となった住友石炭鉱業株式会社（現　住石マテリアルズ株式会社）

の連結財務諸表を引き継いでいるため、平成20年４月１日から平成21年３月31日までとなります。
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(2）提出会社の事業年度に係る主要な経営指標等

回次 第１期 第２期 　 　 　
決算年月 平成21年３月平成22年３月 　 　 　

売上高（百万円） 150 180 　 　 　

経常損失（△）（百万円） △25 △83 　 　 　

当期純損失（△）（百万円） △25 △59 　 　 　

資本金（百万円） 2,500 2,500 　 　 　

発行済株式総数（株）   　 　 　

普通株式 58,875,85358,875,853 　 　 　

第二種優先株式 7,140,0007,140,000 　 　 　

純資産額（百万円） 3,730 3,671 　 　 　

総資産額（百万円） 3,771 3,924 　 　 　

１株当たり純資産額（円） 20.91 19.91 　 　 　

１株当たり配当額（円）

（内１株当たり中間配当額）（円）

－

    （－）

－　

（－）

　

　

　

　

　

　

１株当たり当期純損失金額（△）（円） △0.44 △1.00 　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額（円）
－ － 　 　 　

自己資本比率（％） 98.9 93.5 　 　 　

自己資本利益率（％） △0.7 △1.6 　 　 　

株価収益率（倍） － － 　 　 　

配当性向（％） － － 　 　 　

従業員数（人）

(外、平均臨時雇用者数)

－

   （－）

－

   （－）

　

　

　

　

　

　

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２  当社は平成20年10月１日に単独株式移転により設立されたため、当社の第１期の事業年度は平成20年10月１日か

ら平成21年３月31日までであります。

　　　　３　第１期及び第２期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。

 　　　 ４　専従の従業員はおりません。
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２【沿革】

平成20年10月住友石炭鉱業株式会社（現　住石マテリアルズ株式会社）の単独株式移転により持株会社住石ホール

ディングス株式会社を設立し、東京証券取引所に新規上場（住友石炭鉱業株式会社は平成20年９月に

上場廃止）

平成21年８月 住石貿易株式会社を設立

平成21年10月住石マテリアルズ株式会社の石炭事業部門を住石貿易株式会社へ事業譲渡

当社は、平成20年10月１日に住友石炭鉱業株式会社（現　住石マテリアルズ株式会社）の単独株式移転により、同社を完

全子会社とする持株会社として設立いたしました。住石マテリアルズ株式会社の沿革は以下のとおりであります。

元禄４年 別子銅山開坑

明治26年11月 庄司砿（九州）を入手、石炭業に着手

明治27年４月 忠隅砿（九州）を入手

大正13年10月 坂炭砿株式会社（北海道）の経営に参加

大正14年10月 坂炭砿株式会社の商号を住友坂炭砿株式会社に変更

昭和２年６月 住友別子鉱山株式会社を設立　（注）住石マテリアルズ株式会社の設立登記日となる

昭和３年６月 住友九州炭砿株式会社を設立

昭和５年４月 住友坂炭砿株式会社と住友九州炭砿株式会社が合併し、住友炭砿株式会社を設立

昭和12年６月 住友別子鉱山株式会社と合併し、商号を住友鉱業株式会社に変更

昭和21年１月 商号を井華鉱業株式会社に変更

昭和24年10月東京・大阪両証券取引所に株式上場

昭和25年２月 本社を大阪市から東京都に移転

昭和25年３月 過度経済力集中排除法により、金属鉱山部門（現、住友金属鉱山株式会社）、土木部門（現、三井住友

建設株式会社）、調度部門（株式会社新居浜大丸）を分離する

昭和27年７月 商号を住友石炭鉱業株式会社に変更

昭和46年10月奔別砿・歌志内砿閉山、赤平砿一山体制となる。

昭和54年10月赤平炭砿を分離して住友石炭赤平炭砿株式会社を設立

昭和58年５月 赤平技術サービス株式会社（株式会社イズミテック）を設立

昭和63年10月豪州の炭鉱会社Wambo Mining Corporation Pty.Ltd.に資本参加

平成６年２月 赤平炭砿を閉山（平成６年３月　住友石炭赤平炭砿株式会社解散）

平成７年９月 日本商事株式会社を設立

平成10年４月 泉山興業株式会社を買収

平成13年１月 豪州の炭鉱会社Wambo Mining Corporation Pty.Ltd.を売却

平成14年10月株式会社エスシーエム興産を会社分割により設立

平成15年３月 株式会社イズミテックを吸収合併

平成16年９月 株式会社エスシーエム興産を売却

平成18年12月住石岩泉砕石株式会社を設立 

平成20年10月商号を住石マテリアルズ株式会社に変更 
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３【事業の内容】

当企業集団は、連結財務諸表提出会社（以下「当社」）、子会社５社（うち連結子会社５社）及び関連会社４社（う

ち持分法適用会社３社）により構成されており、その主要な事業内容と当企業集団の事業に係わる位置づけ等は、次の

とおりであります。

石炭事業部門

当企業集団では、連結子会社である住石貿易株式会社が石炭の仕入及び販売を行っております。

新素材事業部門

　当企業集団では、連結子会社である住石マテリアルズ株式会社が工業用人工ダイヤモンドの製造、仕入及び販売を

行っております。また、関連会社のＳＰＳシンテックス株式会社が放電プラズマ焼結機等の製造及び販売を行って

おります。

採石事業部門

当企業集団では、連結子会社である住石マテリアルズ株式会社、泉山興業株式会社及び住石岩泉砕石株式会社が、

砕石の採取、加工及び販売を行っております。

建材・機材事業部門

当企業集団では、連結子会社である住石マテリアルズ株式会社及び日本商事株式会社が、セメント、生コンクリー

ト、ＡＬＣ等の各種建材並びに建設・運搬用機材、その他産業用各種機材の仕入及び販売を行っております。

住石マテリアルズ株式会社は、各種建材・機材を日本商事株式会社より仕入れております。

その他の部門

運輸事業部門では、関連会社のヰゲタ通商株式会社が貨物自動車運送業を行っておりますほか、関連会社の泉汽

船株式会社が海運業を行っております。連結子会社である住石マテリアルズ株式会社は、同社の販売する商品の運

送をヰゲタ通商株式会社に委託しております。

　その他として、関連会社の新居浜コールセンター株式会社は、連結子会社である住石貿易株式会社より石炭荷役業

務を受託しております。

　以上述べた事項を事業系統図に示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所

資本金
又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権
の所有
割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

住石マテリアルズ株式会社

（注）２．５ 
東京都港区 3,462

新素材事業、採石事

業及び建材・機材事

業

100.0
経営指導、管理業務委託を行って

いる。

住石貿易株式会社

（注）２．５ 
東京都港区 100石炭事業 100.0役員の兼任　４名

泉山興業株式会社 青森県上北郡六ヶ所村 90採石事業
100.0　

(100.0)

住石マテリアルズが資金援助及び

債務保証を行っている。

住石岩泉砕石株式会社 岩手県下閉伊郡岩泉町 20採石事業
100.0

 (100.0)

住石マテリアルズが資金援助を

行っている。

日本商事株式会社 北海道札幌市中央区 10建材・機材事業
100.0

 (100.0)

住石マテリアルズと建材・機材の

販売・仕入を行っている。

（持分法適用関連会社）      

泉汽船株式会社 東京都中央区 300その他の部門
30.2

 (30.2)
役員の兼任　１名

ＳＰＳシンテックス株式会社 神奈川県川崎市高津区 80新素材事業
40.0

 (40.0)

住石マテリアルズがロイヤリティ

を収受しているほか、事務所を賃

貸している。

役員の兼任　１名

新居浜コールセンター株式会社 愛媛県新居浜市 50その他の部門
40.0

(40.0)

住石マテリアルズが石炭荷役を委

託している。

役員の兼任　１名

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　　　２　特定子会社に該当しております。 

        ３　「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

４　上記会社において有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

５　住石マテリアルズ株式会社及び住石貿易株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等

　 住石マテリアルズ株式会社 住石貿易株式会社

（1）売上高（百万円） 21,032 　12,216

（2）経常利益（百万円） 440 　164

（3）当期純利益（百万円） 3,904 　436

（4）純資産額（百万円） 7,858 　536

（5）総資産額（百万円） 16,364 　8,799
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

石炭事業部門 14（－）

新素材事業部門 14（ 6) 

採石事業部門 37 (12) 

建材・機材事業部門 15 ( 1) 

全社 17（ 1）

合計 97（20）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間平均人員（８時間換算）を外数　で記載

しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

－    －     －     －

（注）専従の従業員はおりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3）労働組合の状況

・提出会社

　労働組合はありません。

・連結会社

　労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度における我が国の経済は、新興国を中心とした海外景気の回復を背景に、輸出が増加基調となる

など一部に持ち直しの動きが見られたものの、本格的な企業業績の回復には至っておらず、依然として厳しい状況

が続いております。 

当社グループを取り巻く事業環境につきましては、石炭事業部門につきましては、前連結会計年度の反動による

石炭価格の下落等の影響を受けながらも比較的好調を維持しましたが、ＩＴ関連製品の生産回復の遅れや公共工事

の縮小などの影響を受けた新素材事業部門、建材・機材事業部門及び採石事業部門では厳しい状況となりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は337億９千４百万円（前期比36.9％減）、営業利益は３億２千２百万円（同

67.3%減）となりました。

経常利益は、出資先の豪州炭鉱会社からの受取配当金の増加が寄与し、６億９百万円（同19.4％減）となりまし

たが、一方で、同出資先への環境整備費用を特別損失として計上したことで、当期純利益は３億２百万円（同48.4%

増）となりました。

事業部門別に見ると、石炭事業部門では、価格の下落もあって売上高は253億７千５百万円（前期比36.8％減）、

営業利益は６億９千３百万円（同37.6%減）となりました。

新素材事業部門では、景気減速に伴う主要顧客の生産調整の回復の遅れから売上高は３億５千８百万円（前期比

12.6％減）、営業利益は６千万円（同45.3%減）となりました。

採石事業部門では、全国的に公共工事が減少する中、大型工事向け出荷の一巡や子会社の一部工場閉鎖の影響も

あり売上高は12億８千７百万円（前期比32.9％減）、営業利益は４千６百万円（同71.8%減）となりました。

建材・機材事業部門では、官民共に建築工事の落ち込みが大きく、売上高は67億７千３百万円（前期比34.4％

減）、営業利益は１億４百万円（同35.2%減）となりました。

（注）金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務及び割引手形などが減少したものの、売上債

権等の回収により36億１千５百万円の収入（前期比53億９千２百万円の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、５千６百万円の支出（前期比４百万円の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金が減少したことなどから、39億３千４百万円の支出（前期比

55億６千７百万円の減少）となりました。

この結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ３億７千５百万円減少し、７億２千８百万円となりま

した。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

新素材事業部門（百万円） 141 112.1

採石事業部門（百万円） 693 66.4

合計（百万円） 834 71.3

　（注）１．金額は販売原価であり、セグメント間取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

該当事項はありません。

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

石炭事業部門（百万円） 25,375 △36.8

新素材事業部門（百万円） 358 △12.6

採石事業部門（百万円） 1,287 △32.9

建材・機材事業部門（百万円） 6,773 △34.4

その他の部門（百万円） － △100.0

合計（百万円） 33,794 △36.9

　（注）１．セグメント間取引については相殺消去しております。

２．前連結会計年度において、その他の部門で貨物自動車運送業を行っていた住ノ江海陸運輸株式会社の全株式

を譲渡したため、当連結会計年度の販売実績に係る実績はありません。　

３．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の

とおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

住友共同電力株式会社 10,138 18.9 5,787 17.1

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループは、今後も持株会社主導のもとグループ全体の経営の効率化を図ると共に、事業部門の分割（分社）を

推進し、事業子会社の権限と責任を明確化することで経営の自由度を高め、事業環境の急激な変化に即応できる体制

を目指してまいります。 

　各事業についての、事業収益力の向上に向けた取り組みは次のとおりです。

　石炭事業については、長期契約及び年契約先への安定供給の確立と新規顧客の獲得のため、海外炭の仕入ソースの拡

大と安定化に注力し、顧客のニーズに対応することにより、競争力を維持し収益基盤の強化を図ります。

　新素材事業については、今後需要の大きな伸びが期待されるＬＥＤの市場に対応するため、製造工程の安定化、効率

化を図り、確かな技術力と提案力で顧客ニーズに応えることで新規顧客・新市場の開拓を推進します。

　採石事業については、コンパクトな事業運営を目指し、徹底したコスト削減と品質管理により競争力の向上を図りま

す。

　建材・機材事業については、当面建設投資の伸びが期待できない中、採算性の高い商品に注力すると共に、選別受注

を進めて効率営業に努めてまいります。 

　当社グループといたしましては、持株会社体制の確立により収益力の改善を推し進めると共に、強固な経営基盤の構

築を図ってまいる所存です。 

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)信用リスク

当社グループでは、多様な商品取引活動により国内外の取引先に対して発生する種々の信用リスクに対して、各

事業部門において、信用リスクを定量・定性面から管理・評価し、与信限度・債権状況を定期的にモニタリングす

ると共に、各事業部門より独立した部署が回収状況及び滞留債権状況を定期的にレビューし、回収可能性の検討を

行い必要な処理を行っております。

(2)金利変動リスク

当社グループでは、資金調達を主に銀行借入により行っているため、金利変動リスクにさらされております。金

利上昇によるコストの増加を事業活動において吸収できない場合は、経営成績に影響を与える場合があります。

(3)重要な訴訟等 

当社の連結子会社である住石マテリアルズ株式会社に対して、北海道地区における元炭鉱従業員等148名から、

じん肺罹患による損害賠償請求の申し入れがありましたが、同社としては賠償内容の適正性の確保を最優先に、賠

償責任の根拠と範囲、病状等の事実関係について調査・検討しております。

(4)海外投資リスク

当社の連結子会社である住石マテリアルズ株式会社は、オーストラリアの石炭鉱山の運営会社であるワンボ社

にクラスＢ株として出資しております。同社を運営しているピーボディ社とは、配当の受領及び環境対策費用の負

担、同株の条件変更を巡って交渉を続けており、その結果が当社グループの財政状態、経営成績に影響を与える可

能性があります。

(5)資産価値

当社グループが保有している固定資産は、時価や収益価値をもとに資産価値を検討していますが、今後時価の下

落、収益性の低下、保有方針の変更に伴い資産価値が下落した場合、その結果が当社グループの財政状態、経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。

(6)海外情勢リスク

当社の連結子会社である住石貿易株式会社の石炭販売事業は、その仕入れ先を海外に依存しており、当該国の政

治経済環境の大幅な変化或いは法律等の変更等の予期せぬ事象により生産販売活動に支障が出た場合、その結果

が当社グループの財政状態、経営成績に影響を与える可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

当連結会計年度中の新素材事業部門において支出した試験研究費の総額は12百万円であり、主な研究開発として次

のものがあります。

（衝撃圧縮ダイヤモンド合成法の応用研究）

衝撃圧縮（ショックコンパクション）法により製造される多結晶ダイヤモンドは、主に研磨用途として多方面に

わたる分野で使用されており、最近では特に市場の拡大が顕著なＬＥＤ（発光ダイオード）サファイヤ基盤の高研

削用途としての需要が高まってきています。この様な環境の中、当社としましては製造方法の改良研究と共に、高研

削ダイヤモンドの開発を進めてまいります。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　１．重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に係る会計方針及び見積りについては、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、注記事項」に記載しております。

　　２．当連結会計年度の経営成績の分析

 　　 (1）売上高及び営業利益

　売上高は、景気低迷に伴う販売数量減と石炭価格の下落の影響で、前連結会計年度に比べ197億６千８百万円減

少し、337億９千４百万円となりました。売上原価は、売上高の減少に伴い、前連結会計年度に比べ187億８千２百

万円減少し、314億１千６百万円となりました。また、販売費及び一般管理費についても販売経費（運送費・港頭

諸掛等）等の減少により、前連結会計年度に比べ３億２千２百万円減少し、20億５千４百万円となりました。 

　この結果、営業利益は前連結会計年度に比べ６億６千３百万円減少し、３億２千２百万円となりました。詳細に

ついては「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりです。

(2）営業外損益及び経常利益

　営業外収益は、豪州炭鉱会社からの受取配当金の増加により、前連結会計年度に比べ３億５千３百万円増加し、

７億３千３百万円となりました。また営業外費用は、前連結会計年度に比べ１億６千３百万円減少し、４億４千６

百万円となりました。

　この結果、経常損益は前連結会計年度に比べ１億４千６百万円減少し、６億９百万円となりました。

(3）特別損益及び税金等調整前当期純利益

　特別利益は、移転補償益２億６千１百万円の計上などにより前連結会計年度に比べ２億４千万円増加し、２億８

千６百万円となりました。

　特別損失は、豪州炭鉱会社への環境対策費の増加等により、５億５千２百万円となりました。前連結会計年度に

比べ１億１千万円の増加に止まっておりますが、これは前連結会計年度における子会社株式売却損失２億５百万

円及び減損損失９千６百万円が減少したことが主な要因です。

　この結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ１千６百万円悪化し、３億４千２百万円となりま

した。　

(4）当期純利益

　当期純利益は、前連結会計年度に比べ９千８百万円好転し、３億２百万円となりました。税金等調整前当期純損

益は１千６百万円の悪化となりましたが、繰延税金資産の洗替をしたことで法人税等調整額が１億６千８百万円

好転したことが主な要因です。

　　３．経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、第２「事業の状況」の４「事業等のリスク」に記載のとお

りであります。

　　４．当連結会計年度の財政状態の分析

当連結会計年度の総資産は、株価上昇に伴う有価証券評価差額金が増加したものの、売上減に伴う受取手形、売掛

金及び前渡金等の減少により166億７千８百万円となりました。

負債合計は、仕入債務及び借入金の減少などから118億２千９百万円となりました。

純資産は、株価上昇に伴う有価証券評価差額金の増加により48億４千８百万円となり、自己資本比率は29.1％と

なりました。

なお、キャッシュ・フローの状況については、「１．業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に記載して

おります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、総額４千２百万円の投資を行っており、主なものは全社共通で、連結子会社

である住石マテリアルズ株式会社の本社移転に伴う設備投資等２千２百万円、採石事業部門における、設備の更新等

１千３百万円であります。

(1）提出会社

当連結会計年度において減少した主要な設備

該当事項はありません。

(2）国内子会社

当連結会計年度において減少した主要な設備

当連結会計年度において、減少した主要な設備は次のとおりであります。市道の拡幅工事に伴う移転等を行っ

たことによる設備及び土地の除売却等による減少です。

国内子会社

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類別セグ

メントの名称

設備の

内容

帳簿価額（百万円）

建物

及び

構築物

機械装置

及び

運搬具

土地

(面積㎡)

リース

資産
その他 合計

泉山興業

株式会社

八戸工場

（青森県八戸市）
採石事業 採石工場 11 21

300

（676,510）
7 　0 341

（注）帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。
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２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

該当事項はありません。

(2）国内子会社

　 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
（セグメント）

設備の種類別の帳簿価額
従業
員数
（名）

建物及
び構築
物

(百万円)

機械装
置及び
運搬具
(百万円)

土地
（百万円）
（㎡）

リース
資産
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

住石マテリアルズ

株式会社

本社ほか

（東京都港区、北海道歌　

志内市、赤平市ほか）

総合統括業務

（全社）
129 2

4,958

(5,855,798)
3 14 5,107

34

(2)

住石マテリアルズ

株式会社

新素材事業部

（北海道赤平市ほか）

人工ダイヤ製造設備

ほか

（新素材事業部門）

263 14
23

(15,369)
－ 17 319

14

(6)

住石マテリアルズ

株式会社

札幌事業所

（北海道札幌市南区）

砕石生産設備

（採石事業部門）
0 18

49

(2,609)
－ 0 68

6

(7)

住石マテリアルズ

株式会社

山陽事業所

（兵庫県神崎郡神河町）

砕石生産設備

（採石事業部門）
18 43

369

(135,165)
157 0 588

12

(－)　

住石貿易株式会社
石炭事業部

（佐賀県伊万里市ほか）

貯炭設備ほか

（石炭事業部門）
51 1

－

－
－ 0 53

14

(－)　　

泉山興業株式会社

ほか1社

本社、砕石工場

（青森県上北郡六ヶ所村

ほか）

砕石生産設備

（採石事業部門）
311 15

0

(101,936)
－ 2 329

17

(5)

（注）１　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　その他の有形固定資産は、工具器具備品であります。

３　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間平均人員（８時間換算）を外数で記載しております。

(3）在外子会社

該当事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 136,032,000

第二種優先株式 7,140,000

計 143,172,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成22年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成22年６月29日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 58,875,853 58,875,853
東京証券取引所

（市場第一部）　

単元株式数　100株

（注）１

第二種優先株式 7,140,000 7,140,000 ―
単元株式数　500株

（注）２

計 66,015,853 66,015,853 ― ―

　（注）１　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　　　　２　第二種優先株式の内容は次のとおりであります。

１　優先株式配当金

(1）第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対し、普通株主、普通登録株式質権者に先立ち、第二種

優先株式１株につき年14円を上限として、次に定める額の剰余金の配当（以下「第二種優先株式配当金」

という。）を支払う。第二種優先株式配当金の額は、優先株式の発行価額350円に、それぞれの事業年度ごと

に第二種配当年率を乗じて算出した額とする。

(2）ある事業年度において第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の

額が第二種優先株式配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(3）第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対しては第二種優先株式配当金を超えて配当はしな

い。

２　残余財産の分配

残余財産を分配するときは、第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登

録株式質権者に先立ち、１株につき350円を支払う。第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対して

は、上記に定めるほか、残余財産の分配は行わない。

３　株式の分割又は併合、新株引受権等の付与

法令に定める場合を除き、第二種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。第二種優先株主又は

第二種優先登録株式質権者には、新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を与えな

い。
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４　株式の買受け

普通株式、第二種優先株式のうち、いずれか一つのみ、又は全ての種類につきその全部又は一部の買受けを

行うことができる。

５　株式の消却

取締役会の決議をもって、その有する普通株式、第二種優先株式のうち、いずれか一つのみ、又は全ての種

類につきその全部又は一部の消却を行うことができる。

６　議決権

第二種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

７　取得請求権

第二種優先株主は、下記に定める取得を請求し得べき期間中、下記に定める条件で普通株式の取得を請求

することができる。（以下、第二種優先株式にかえて普通株式を交付することを「転換」という。）

(1）転換の条件

①　当初転換価額　　普通株式１株当り300円

②　転換価額の調整

(A）第二種優先株式発行後次の各号のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算式（以下

「転換価額調整式」という。）により調整する。なお、次の算式において、「既発行普通株式数」とは、

当社の発行済普通株式総数（但し、普通株式に係る自己株式数を除く）をいう。

    
既発行

普通株式数
＋
新規発行・処分

普通株式数
×
１株当たり

払込金額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×
  １株当たり時価

既発行普通株式数 ＋ 新規発行・処分普通株式数

(a）下記②(C)で規定する転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行

又は処分する場合、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日がある

場合はその日の翌日以降これを適用する。

(b）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当

日の翌日以降これを適用する。但し、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件としてそ

の部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能

利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とす

る場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日

の翌日以降、これを適用する。

(c）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換できる証券、又は転

換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合、調整後の転換価額は、その発行日

に、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行される証券の全額が転換又

はすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降又はその割当日の翌日以

降これを適用する。

(B）前記②(A)に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により転換価額の調整を必

要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。

(C）転換価額調整式に使用する１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記②

(A)(b)但し書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券

取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(D）転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、ま

た、株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通

株式数とする。
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(E）転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。

(F）転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどま

るときは、転換価額の調整はこれを行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生

し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額から

この差額を差引いた額を使用する。

③　転換により発行すべき普通株式数

第二種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。

転換により発行すべき

普通株式数
＝

優先株主が転換請求のため

に提出した第二種優先

株式の発行価額総額

÷ 転換価額

発行株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

④　取得請求権の行使があった場合の取扱い

第二種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、取得請求権の行使が

なされた時の属する事業年度の初めにおいて転換があったものとみなしてこれを支払う。 

(2）取得請求期間

第二種優先株式発行の日から平成44年８月９日までとする。

８　取得条項

平成44年８月９日までに取得請求のなかった第二種優先株式は、全て、会社法第170条の規定による取得の

効力発生日において、第二種優先株式１株の払込金相当額350円を平成44年８月９日に先立つ45取引日目に

始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）で除して得られる数の普通株式となる。但し、平均値の計算は、

円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。この場合当該平均値が260円を下回るとき

は、第二種優先株式１株の払込金相当額350円を260円で除して得られる数の普通株式となる。また、当該平均

値が、600円を上回るときは、第二種優先株式１株の払込金相当額350円を600円で除して得られる数の普通株

式となる。上記の普通株式数の算出に当たっては、小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入した上

で、１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法によりこれを取扱う。

　（取得権行使があった場合の取扱）

第二種優先株式の取得により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、取得された時の属する事

業年度の初めにおいて転換があったものとみなしてこれを支払う。 

３　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

４　普通株式と第二種優先株式は単元株式数が異なっております。平成20年10月１日の株式移転に際して、普通株

式については売買単位の集約を目的とした東京証券取引所の施策に沿って住友石炭鉱業株式会社（現　住石マ

テリアルズ株式会社）の普通株式１株に対して当社の普通株式0.2株を割当て、併せて単元株式数を500株から

100株としたためであります。

５　第二種優先株式は、剰余金の配当及び残余財産の分配について普通株式に優先する内容としている関係から、

法令に定める場合を除き当社株主総会において議決権を有しておりません。　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 
（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成20年10月１日（注）66,015,853 66,015,8532,500    2,500 300    300

平成21年４月１日～

平成22年３月31日
－ 66,015,853 － 2,500 － 300

（注）当社設立（単独株式移転）によるものであります。

（６）【所有者別状況】

①　普通株式

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人）     － 31 42 178 42 21 25,313 25,627－

所有株式数

（単元）
    － 93,152 22,347102,794 8,433 389 361,369588,48427,453

所有株式数の

割合（％）
    － 15.82 3.80 17.47 1.43 0.07 61.41 100.00－

　（注）　自己株式917株は「個人その他」に９単元、「単元未満株式の状況」に17株含まれております。

②　第二種優先株式

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数500株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1    －    －   －   －   － 1 －

所有株式数

（単元）
    － 14,280     －     －     －     －     － 14,280－

所有株式数の

割合（％）
    － 100.00     －     －     －     －     － 100.00－
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（７）【大株主の状況】

①所有株式数別 

（A)普通株式 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

銀泉株式会社 東京都千代田区九段南３丁目９－１５ 2,180 3.70

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 1,767 3.00

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－１０ 1,546 2.63

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,323 2.25

三井住友カード株式会社 大阪府大阪市中央区今橋４丁目５－１５ 855 1.45

株式会社日本総合研究所 東京都千代田区一番町１６番 835 1.42

株式会社セディナ 愛知県名古屋市中区丸の内３丁目２３－２０ 823 1.40

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 768 1.31

日本電気株式会社 東京都港区芝５丁目７－１ 654 1.11

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 644 1.09

計 ― 11,400 19.36

（B)第二種優先株式 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 7,140 100.00

計 ― 7,140 100.00

（注）第二種優先株式は法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しておりません。

②所有議決権数別 

  平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権に

対する所有議決権

数の割合（％）

銀泉株式会社 東京都千代田区九段南３丁目９－１５ 21,805 3.70

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 17,678 3.00

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－１０ 15,464 2.63

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 13,237 2.25

三井住友カード株式会社 大阪府大阪市中央区今橋４丁目５－１５ 8,559 1.45

株式会社日本総合研究所 東京都千代田区一番町１６番 8,359 1.42

株式会社セディナ 愛知県名古屋市中区丸の内３丁目２３－２０ 8,231 1.40

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 7,686 1.31

日本電気株式会社 東京都港区芝５丁目７－１ 6,548 1.11

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 6,441 1.09

計 ― 114,008 19.36
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 第二種優先株式　   7,140,000 －
「１(1)②発行済株式」の記載

を参照

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　  　 　　　　　

普通株式 　 　　　　　 900
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　　　58,847,500  588,475
「１(1)②発行済株式」の記載

を参照

単元未満株式 普通株式　　    　　　27,453 － －

発行済株式総数
普通株式　　  　　58,875,853

第二種優先株式 　　7,140,000　　
－ －

総株主の議決権 － 588,475 －

 

②【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

 所有株式数の

合計（株）

発行済株式

総数に対する

所有株式数の

割合（％）

 （自己保有株式）

　住石ホールディングス

　株式会社 

   東京都港区新橋

   六丁目16番12号 
900 －　 900 0.00

計 － 900 －　 900 0.00

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

住石ホールディングス株式会社(E21342)

有価証券報告書

19/76



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 322 32,009

当期間における取得自己株式 42 4,166

（注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 －     － －     －

消却の処分を行った取得自己株式     －     －     －     －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
    －     －     －     －

その他

（－）
    －     －     －     －

保有自己株式数 917     － 959     －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　配当については、株主に対する安定的な配当の継続を経営の最重要政策として位置づけており、収益状況に対応した

配当を行うことを基本としつつ、企業体質の一層の強化並びに将来の事業展開に備えるための内部留保の充実などを

勘案して配当額を決定する方針を採っております。

　なお、会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によ

らず取締役会の決議により定める事としております。

　また、剰余金の配当の基準日は、期末配当の基準日は３月31日とし、前項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をする

ことができるとしております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第１期 第２期 　 　 　
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 　 　 　

最高（円） 218 130 　 　 　

最低（円） 60 83 　 　 　

　（注）　株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 107 103 98 105 97 96

最低（円） 91 86 89 92 85 85

　（注）　株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締

役社長
― 長崎　駒樹 昭和22年10月10日生

昭和45年４月　  株式会社住友銀行（現株式会社三井住友

銀行）入行

平成９年10月　  同行本店支配人

平成10年10月　  住友石炭鉱業株式会社（現住石マテリア

ルズ株式会社）入社、本社支配人

平成11年１月　  Wambo Mining Corporation Pty.Ltd.取

締役会長

平成13年４月　  住友石炭鉱業株式会社（現住石マテリア

ルズ株式会社）常務執行役員

平成13年６月　  同社取締役、常務執行役員

平成14年６月　  同社代表取締役、専務執行役員

平成20年10月　  当社代表取締役、執行役員副社長

平成20年12月　  当社代表取締役社長（現任）

平成21年10月　　住石マテリアルズ株式会社代表取締役社

長（現任）

住石貿易株式会社代表取締役会長（現
任）　

重要な兼職の状況

住石マテリアルズ株式会社代表取締役社長

住石貿易株式会社代表取締役会長

（注）３
普通株式 

1,000

取締役 ― 刑部　修 昭和22年８月31日生

昭和45年４月　  丸紅株式会社入社

平成９年４月　　同社エネルギー第二本部副本部長

平成12年１月　　丸紅豪州会社社長

平成15年４月　　住友石炭鉱業株式会社（現住石マテリア

ルズ株式会社）入社、常務執行役員

平成15年10月　　同社常務執行役員、石炭事業部長

平成16年６月　　同社取締役、常務執行役員、石炭事業部長

平成20年10月　　当社取締役、専務執行役員

平成20年12月　　当社取締役（現任）

住石マテリアルズ株式会社取締役副社

長（現任）、石炭事業部長　

平成21年10月　　住石貿易株式会社代表取締役社長（現

任）

重要な兼職の状況

住石貿易株式会社代表取締役社長

新居浜コールセンター株式会社代表取締役社長

（注）３     ―  

取締役 社長室長 谷口　信一 昭和32年２月10日生

昭和54年４月　　住友石炭鉱業株式会社（現住石マテリア

ルズ株式会社）入社

平成14年６月　　同社取締役、執行役員、経営企画推進部長

平成17年10月　　同社取締役、執行役員、総務部長、経営管理

部長

平成20年10月　　当社取締役、執行役員、総務部長、経営企画

部長

平成20年12月    当社取締役、総務部長、経営企画部長

                住石マテリアルズ株式会社取締役、常務

執行役員、総務部長、経営企画部長

平成21年10月　　住石マテリアルズ株式会社取締役、専務執

行役員（現任）、経営企画部長

平成21年11月　　当社取締役、社長室長（現任）

（注）３
普通株式 

2,100

取締役  ― 佐久間　博 昭和20年４月29日生

昭和43年４月　　株式会社住友銀行（現株式会社三井住友

銀行）入行

平成３年10月　　同行青山支店長

平成６年６月　　同行取締役銀座支店長

平成10年６月　　同行常任監査役

平成21年６月　　当社社外取締役（現任）

（注）３ ― 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役

（常勤）
― 森川　紳 昭和31年10月22日生

昭和54年４月　　住友石炭鉱業株式会社（現住石マテリア

ルズ株式会社）入社

昭和61年４月　　同社技術部技師

平成８年４月　　同社資源開発部主任技師

平成14年10月　　同社新素材事業部長

平成20年６月　　同社監査室長

平成20年10月　　当社監査室長

平成22年６月　　当社監査役（現任）

（注）４ ―

監査役 ― 柿本　省三 昭和21年10月24日生

昭和45年４月　  株式会社住友銀行（現株式会社三井住友

銀行）入行

昭和46年５月　  住友ビジネスコンサルティング株式会社

出向

昭和53年９月　  公認会計士登録

昭和54年１月　  税理士登録

昭和63年10月　  住友ビジネスコンサルティング株式会社

東京コンサルティング第３部長

平成７年４月　  株式会社日本総合研究所研究事業本部主

席コンサルタント

平成13年７月　  新日本監査法人監査第二部公認会計士

平成14年７月　  公認会計士・税理士個人事務所開業（現

任）

平成16年６月　  富山化学工業株式会社取締役

平成19年６月    住友石炭鉱業株式会社（現住石マテリ

アルズ株式会社）監査役（現任）

平成20年６月    株式会社ポッカコーポレーション社外

監査役（現任）

平成20年10月    当社監査役（現任）

（注）５ ― 

監査役 ― 鎭西　俊一 昭和21年11月14日生

昭和58年４月　　弁護士登録、紀尾井町法律事務所入所

平成９年９月　　仙谷・石田法律事務所（現石田・鎭西法

律事務所）入所（現任）

平成18年６月　　日比谷総合設備株式会社 社外取締役（現

任）

平成21年６月    当社監査役(現任)

                住石マテリアルズ株式会社監査役（現

任）

（注）６ ― 

    計  
普通株式 

3,100

   （注）１．取締役　佐久間博は、会社法第２条15号に定める社外取締役であります。

２．監査役　柿本省三、鎭西俊一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成23年３月期に係る定時株主総会終結のときまでであります。

４．平成26年３月期に係る定時株主総会終結のときまでであります。　

５．平成24年３月期に係る定時株主総会終結のときまでであります。

６．平成25年３月期に係る定時株主総会終結のときまでであります。

７．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任しておりま

す。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名  生年月日  略歴 所有株式数（株）

竹下　博徳 昭和35年10月３日生

平成６年４月　　弁護士登録、紀尾井町法律事務所入所 

平成14年４月　　弁護士法人東京フロンティア基金法律事務所入所

平成15年３月　　大室俊三法律事務所（現大室法律事務所）入所（現任）

―
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

※　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、純粋持株会社として、グループ全体と事業子会社の経営を分離して、それぞれの権限と責任の明確化を

図っております。

また、監査役制度を採用し、取締役会につきましては少数（４名）の取締役により経営環境の変化に迅速に対応

する体制を整備し、社外取締役と監査役、内部監査部門の連携を図ることにより、監督機能の強化を図っておりま

す。

なお、リスクマネジメントやコンプライアンスについては、体制作りと周知徹底を図っており、今後ともコーポ

レート・ガバナンスを経営上の重要課題のひとつとして、その充実を図ってまいります。

(1)　企業統治の体制

①企業統治の体制の概要

当社のコーポレート・ガバナンスに関する主な体制及び施策の実施状況は次のとおりであります。

②会社の機関の内容

当社は監査役制度を採用しております。

取締役会は取締役４名の体制であり、そのうち１名が社外取締役であります。原則月１回定例取締役会を開催す

るとともに、必要に応じ臨時取締役会を開催しております。

監査役については３名の体制であり、そのうち２名が社外監査役であります。社外監査役は当社グループ会社の

出身ではありません。

（役員数については平成22年６月29日現在）

③内部統制システムの整備の状況

内部統制については、業務の意思決定の過程において各部門における稟議制度等を通じた事前チェックを行うほ

か、重要事項は取締役会に付議しております。

④リスク管理体制の整備の状況

会計監査は、新日本有限責任監査法人から受けております。

コーポレート・ガバナンスを含め法律問題については、専門に応じて複数の顧問弁護士から随時必要なアドバイ

スを受けております。
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(2)　内部監査及び監査役監査の状況

内部監査部門である監査室は１名体制であり、監査役及び会計監査人と相互に連帯を図りながら内部監査を実施し

ております。

監査役と監査室は、相互に連携を図りながら監査を実施し、随時情報、意見交換を行っております。また監査役と会

計監査人は、定期的に監査実施計画等についてディスカッションを行うとともに、監査実施結果等について、報告会を

行っております。

(3)　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

佐久間博氏は、経営全般にわたる貴重な経験と高い見識を有していることから、社外取締役として選任しておりま

す。

柿本省三氏は、公認会計士、税理士及び経営コンサルタントとして貴重な経験と専門的な見識を有するため、経営に

対する適切な助言を期待し、社外監査役として選任しております。

鎭西俊一氏は、弁護士として企業法務に精通し、また経営に関する高い見識を有していることから、社外監査役とし

て選任しております。また、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届出をしております。

なお、社外取締役及び社外監査役と当社の間に特別の利害関係はありません。

(4)　役員報酬等

①役員区分ごとの報酬等の総額及び対象となる役員の員数

　 区分 支給人員 支給額
　 　 名 百万円
　 取締役

（うち社外取締役）　
5
（1）

19
（5）

　
監査役
（うち社外監査役）

4
（3）

3
（2）

　 合計
9
（4）

23
　（7）

（注）上記役員は、社外取締役の佐久間博氏以外、当社の子会社である住石マテリアルズ株式会社と住石貿易株式会

社の役員を兼務しており、当該子会社より上記報酬とは別に支給した報酬等の総額は、取締役４名に対し71百万

円、監査役４名に対し16百万円であります。

②役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社の役員の報酬等の額は、当社の定款において、株主総会の決議によって定めることとしております。　

１．取締役の報酬限度額は、平成21年６月26日開催の第１期定時株主総会において、賞与も含めて年額１億８千万

円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成21年６月26日開催の第１期定時株主総会において、賞与も含めて年額４千８百万

円以内と決議いただいております。

(5)　株式の保有状況

①投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

当社の保有株式は関係会社株式のみであるため、該当事項はありません。

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

該当事項はありません。　

(6)　会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名、監査法人への所属及び監査継続年数

氏　名　等 所　属 連続して監査関連業務を行った会計期間

指定有限責任社員

業務執行社員

岩　渕　　信　夫
新日本有限責任

監査法人

１会計期間

金　子　　秀　嗣 ３会計期間

原　口　　清　治 ７会計期間

※同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのない

よう措置をとっております。

会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　11名　　　会計士補等　　11名　
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(7)　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

(8)　取締役の選任の決議要件

当社の取締役の選任の決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する　　　

　　株主の出席を要し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

(9)　剰余金の配当等の決定機関

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除　

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、取締役会の権限とする

ことにより、株主への機動的な剰余金の配当等を行うことを目的とするものであります。

(10)　自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を定

款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等に

より自己の株式を取得することを目的とするものであります。

(11)　取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の責任を、法令の限度において免除すること

ができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮で

きるようにするためであります。

(12)　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特

別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

(13)　種類株式について

普通株式と第二種優先株式は単元株式数が異なっております。これは平成20年10月１日の株式移転に際して、普通

株式については売買単位の集約を目的とした東京証券取引所の施策に沿って住友石炭鉱業株式会社（現　住石マテ

リアルズ株式会社）の普通株式１株に対して当社の普通株式0.2株を割当て、併せて単元株式数を500株から100株と

したためであります。

また第二種優先株式は、剰余金の配当及び残余財産の分配について普通株式に優先する内容としている関係から、

法令に定める場合を除き当社株主総会において議決権を有しておりません。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度
監査証明業務に
基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬
（百万円）

非監査業務に
基づく報酬
（百万円）

提出会社 25 ― 46 ―　

連結子会社 31 ― 2 ―　

計 56 ― 48 ―　

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3) 前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表は、完全子会社となった住友石

炭鉱業株式会社（現　住石マテリアルズ株式会社）の連結財務諸表を引き継いで作成しております。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３

月31日まで）及び当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業

年度（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日

まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入しております。

また、企業会計基準委員会の行う実務研修に適宜参加しております。　
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,103 728

受取手形及び売掛金 4,785 2,584

商品及び製品 2,222 1,608

仕掛品 625 261

原材料及び貯蔵品 16 18

前渡金 1,051 270

繰延税金資産 137 17

その他 154 457

貸倒引当金 △20 △5

流動資産合計 10,076 5,942

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 2,110

※2
 2,048

減価償却累計額 ※7
 △1,275

※7
 △1,274

建物及び構築物（純額） 835 774

機械装置及び運搬具 ※2
 2,061

※2
 1,376

減価償却累計額 ※7
 △1,877

※7
 △1,280

機械装置及び運搬具（純額） 184 95

土地 ※1, ※2, ※6
 5,701

※1, ※2, ※6
 5,400

リース資産 197 198

減価償却累計額 ※7
 △12

※7
 △37

リース資産（純額） 184 160

その他 ※2
 256

※2
 253

減価償却累計額 ※7
 △209

※7
 △218

その他（純額） 46 35

有形固定資産合計 6,952 6,467

無形固定資産

その他 44 36

無形固定資産合計 44 36

投資その他の資産

投資有価証券 ※2, ※3
 3,254

※2, ※3
 4,017

その他 696 672

貸倒引当金 △481 △457

投資その他の資産合計 3,469 4,232

固定資産合計 10,465 10,735

資産合計 20,542 16,678
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,181 1,718

短期借入金 ※2
 8,421

※2
 5,662

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 1,149

※2
 888

リース債務 26 26

未払法人税等 16 59

未払費用 135 122

賞与引当金 37 33

債務保証損失引当金 9 24

その他 494 1,080

流動負債合計 13,472 9,616

固定負債

長期借入金 ※2
 1,883

※2
 995

リース債務 167 142

繰延税金負債 11 171

再評価に係る繰延税金負債 ※1
 397

※1
 397

退職給付引当金 284 259

長期預り金 215 204

その他 51 43

固定負債合計 3,011 2,213

負債合計 16,484 11,829

純資産の部

株主資本

資本金 2,500 2,500

資本剰余金 962 962

利益剰余金 870 1,173

自己株式 △15 △15

株主資本合計 4,318 4,621

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 17 505

繰延ヘッジ損益 － 0

土地再評価差額金 ※1
 △277

※1
 △278

評価・換算差額等合計 △260 227

少数株主持分 － －

純資産合計 4,058 4,848

負債純資産合計 20,542 16,678
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 53,562 33,794

売上原価 50,198 31,416

売上総利益 3,363 2,377

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 2,377

※1, ※2
 2,054

営業利益 986 322

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 131 586

持分法による投資利益 68 12

固定資産賃貸料 80 67

その他 99 67

営業外収益合計 379 733

営業外費用

支払利息 319 221

手形売却損 48 25

その他 242 198

営業外費用合計 610 446

経常利益 756 609

特別利益

前期損益修正益 4 －

固定資産売却益 ※3
 20

※3
 0

投資有価証券売却益 10 －

貸倒引当金戻入額 6 8

収用補償金 － 14

移転補償益 － ※4
 261

その他 3 －

特別利益合計 45 286

特別損失

前期損益修正損 0 0

固定資産除売却損 ※5
 11

※5
 20

子会社株式売却損 205 －

投資有価証券売却損 － 0

投資有価証券評価損 32 46

その他の投資評価損 ※6
 2

※6
 2

その他投資等貸倒引当金繰入額 19 －

関係会社事業損失 ※7
 18

※7
 4

減損損失 ※8
 96 －

環境対策費 56 477

その他 0 －

特別損失合計 442 552

税金等調整前当期純利益 359 342

法人税、住民税及び事業税 29 87

法人税等調整額 121 △47

法人税等合計 151 40

少数株主利益 4 －

当期純利益 203 302
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,462 2,500

当期変動額

株式移転による増加（△減少） △962 －

当期変動額合計 △962 －

当期末残高 2,500 2,500

資本剰余金

前期末残高 － 962

当期変動額

株式移転による増加（△減少） 962 －

当期変動額合計 962 －

当期末残高 962 962

利益剰余金

前期末残高 672 870

当期変動額

自己株式の消却 △5 －

当期純利益 203 302

土地再評価差額金の取崩 0 0

当期変動額合計 198 302

当期末残高 870 1,173

自己株式

前期末残高 △20 △15

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 5 －

当期変動額合計 5 △0

当期末残高 △15 △15

株主資本合計

前期末残高 4,114 4,318

当期変動額

株式移転による増加（△減少） － －

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 － －

当期純利益 203 302

土地再評価差額金の取崩 0 0

当期変動額合計 204 302

当期末残高 4,318 4,621
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 662 17

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△645 488

当期変動額合計 △645 488

当期末残高 17 505

繰延ヘッジ損益

前期末残高 1 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1 0

当期変動額合計 △1 0

当期末残高 － 0

土地再評価差額金

前期末残高 △277 △277

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △277 △278

評価・換算差額等合計

前期末残高 387 △260

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△647 487

当期変動額合計 △647 487

当期末残高 △260 227

少数株主持分

前期末残高 77 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △77 －

当期変動額合計 △77 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 4,578 4,058

当期変動額

株式移転による増加（△減少） － －

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 － －

当期純利益 203 302

土地再評価差額金の取崩 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △724 487

当期変動額合計 △520 790

当期末残高 4,058 4,848
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 359 342

減価償却費 258 168

減損損失 96 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9 △39

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5 △25

受取利息及び受取配当金 △132 △586

支払利息 319 221

持分法による投資損益（△は益） △68 △12

投資有価証券売却損益（△は益） △10 0

子会社株式売却損益（△は益） 205 －

固定資産除売却損益（△は益） △8 19

投資有価証券評価損益（△は益） 32 46

売上債権の増減額（△は増加） 601 3,266

たな卸資産の増減額（△は増加） △553 976

仕入債務の増減額（△は減少） △608 △1,462

未払消費税等の増減額（△は減少） △60 347

割引手形の増減額（△は減少） △681 △1,276

移転補償益 － △261

その他 △777 945

小計 △1,024 2,671

利息及び配当金の受取額 151 601

利息の支払額 △317 △194

法人税等の支払額 △31 △74

訴訟和解金の支払額 △557 －

保険金の受取額 2 －

移転補償金の受取額 － 610

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,776 3,615

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △43 △32

有形固定資産の売却による収入 25 13

無形固定資産の取得による支出 △12 △5

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 73 1

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出 ※2

 △54 －

貸付けによる支出 △0 －

貸付金の回収による収入 7 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △52

敷金及び保証金の回収による収入 － 31

その他 △44 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー △51 △56
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,629 △2,759

長期借入れによる収入 1,096 －

長期借入金の返済による支出 △1,079 △1,149

リース債務の返済による支出 △13 △26

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,633 △3,934

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △195 △375

現金及び現金同等物の期首残高 1,299 1,103

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,103

※1
 728
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数及び主要な連結子会社名

連結子会社の数

　４社

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数及び主要な連結子会社名

連結子会社の数

　５社

主要な連結子会社名

住石マテリアルズ株式会社

泉山興業株式会社 

　

連結子会社であった住ノ江海陸運輸株式会社
は平成20年９月30日に保有する全株式を譲渡し
たため、また連結子会社であった青森石材事業
協同組合は平成20年８月１日に解散、同年11月
25日に清算結了したため、連結の範囲から除外
しております。

主要な連結子会社名

住石マテリアルズ株式会社

住石貿易株式会社　

泉山興業株式会社 

当連結会計年度において、平成21年８月20日に新
たに住石貿易株式会社を設立し、同年10月１日に当
社の子会社である住石マテリアルズ株式会社の石炭
仕入販売事業を、同社に事業譲渡いたしました。これ
に伴いまして当連結会計年度より連結の範囲に含め
ております。

(2）主要な非連結子会社名

なし

(2）主要な非連結子会社名

同左

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及

び会社名

持分法を適用した非連結子会社

　なし

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及

び会社名

持分法を適用した非連結子会社

　同左

持分法を適用した関連会社の数

　３社

持分法を適用した関連会社の数

　同左

会社名

　新居浜コールセンター株式会社

　泉汽船株式会社

　ＳＰＳシンテックス株式会社

会社名

　同左

(2）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の会

社名

持分法を適用しない非連結子会社

　なし

(2）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の会

社名

持分法を適用しない非連結子会社

　同左

持分法を適用しない関連会社

　ヰゲタ通商株式会社

持分法を適用しない関連会社

　同左

(3）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社につ

いて、持分法を適用しない理由

　ヰゲタ通商株式会社は、全体として当期純損益及び利

益剰余金等に与える影響が重要でないと認められるの

で持分法の適用範囲に含めないこととしました。

(3）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社につ

いて、持分法を適用しない理由

　同左

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　同左

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

 

EDINET提出書類

住石ホールディングス株式会社(E21342)

有価証券報告書

35/76



前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左　

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左　

②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左　

③　たな卸資産

主として個別法及び総平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しております。

③　たな卸資産

同左　

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

　採石事業部門及び一部の子会社については定額

法、その他の資産は定率法及び定額法を適用して

おります。 

　但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備は除く。）については、定額法によってお

ります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　　４～８年 

無形固定資産（リース資産を除く）

　鉱業権については生産高比例法、その他の資産は

定額法を適用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。　

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

同左

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

リース資産

同左　

(3）繰延資産の処理方法

　支出時に全額費用として処理しております。

(3）繰延資産の処理方法

　同左

(4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収の可能性を検討し

て回収不能見込額を計上しております。

(4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　同左　

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

②　賞与引当金

同左

③　債務保証損失引当金

　債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財

政状態等を勘案し、損失の見積額を計上しておりま

す。  

③　債務保証損失引当金

同左　
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前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務に基づき計上しております。

なお、退職給付債務の金額は連結会計年度末自己都

合要支給額としております。

　また、会計基準変更時差異は、連結子会社である住

石マテリアルズ株式会社においては一時償却してお

り、その他の連結子会社においては15年による按分

額を費用処理しております。

④　退職給付引当金

同左　

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　外貨建予定取引及び外貨建金銭債権債務について

は繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約

が付されている外貨建金銭債権債務については、振

当処理を行っております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　同左

　

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　外貨建予定取引及び外貨建金銭債権債務の為替変

動リスクに対して為替予約取引をヘッジ手段として

用いております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左　

③　ヘッジ方針

　会社が業務遂行上さらされる市場リスクを適切に

管理することにより、リスクの減殺を図ることを目

的にリスクヘッジを行います。

③　ヘッジ方針

同左　

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段を直接結びつけてヘッジ

有効性を評価いたします。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左　

⑤　その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の

　取締役会で承認を得た方針に従い、所管の長は運営

・管理し、定期的にモニタリングいたします。

⑤　その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るも

の

同左　

(6）消費税等の会計処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

(6）消費税等の会計処理の方法

同左　

(7）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。 

(7）連結納税制度の適用

同左　

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価

法を適用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左　

６　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。

６　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左　
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

従来、主として個別法による原価法、総平均法によ

る原価法及び総平均法による低価法によっておりま

したが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、主として個別法

及び総平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算出しております。これに伴う当連結会計年度の

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に

与える影響はありません。

──────

(2)リース取引に関する会計基準

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平

成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成

19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を引き続き採用しております。

これに伴う当連結会計年度の営業利益、経常利益
及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありま
せん。

──────

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（売上高の一部について総額表示から純額表示への変

更）

石炭事業における輸入炭取引のうち一部の取引にかか
る収益及び費用は、これまで総額で表示（売上高及び売
上原価に計上）しておりましたが、契約内容の一部を変
更したことに伴い、純額での表示（従来の売上高から売
上原価を差し引いた売上総利益部分のみを売上高に計
上）に変更しました。

──────

 

EDINET提出書類

住石ホールディングス株式会社(E21342)

有価証券報告書

38/76



【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
平成21年３月31日

当連結会計年度
平成22年３月31日

※１　事業用土地の再評価差額金計上額

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布　

法律第34号）に基づき、連結子会社である住石マテリ

アルズ株式会社が、事業用土地の再評価を行っており

ます。

※１　事業用土地の再評価差額金計上額

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布　

法律第34号）に基づき、連結子会社である住石マテリ

アルズ株式会社が、事業用土地の再評価を行っており

ます。

再評価を行った年月日　　　平成10年３月31日 再評価を行った年月日　　　平成10年３月31日

同法第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布　政令第119号）第２条第４号によるところの地

価税の計算のために公表された方法により算定した価

額に合理的な調整を行う方法といたしましたが、一部

については、同条第２号によるところの国土利用計画

法施行令の規定により判定された標準価格に合理的な

調整を行う方法、ないし、同条第５号によるところの鑑

定評価による方法としております。

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の

当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

   　　－百万円

同法第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布　政令第119号）第２条第４号によるところの地

価税の計算のために公表された方法により算定した価

額に合理的な調整を行う方法といたしましたが、一部

については、同条第２号によるところの国土利用計画

法施行令の規定により判定された標準価格に合理的な

調整を行う方法、ないし、同条第５号によるところの鑑

定評価による方法としております。

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の

当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

－ 百万円

※２　担保提供資産 ※２　担保提供資産
担保提供資産 債務の内容

区分
金額
(百万円)

区分
金額
(百万円)

建物及び構築物 236短期借入金 2,960

機械装置及び運搬具 12
１年内返済予定の長期
借入金

275

土地 1,679長期借入金 443

その他の有形固定資産 0  

投資有価証券 520  
計 2,448 計 3,679

担保提供資産 債務の内容

区分
金額
(百万円)

区分
金額
(百万円)

建物及び構築物 209短期借入金 659

機械装置及び運搬具 9
１年内返済予定の長期
借入金

239

土地 1,403長期借入金 393

その他の有形固定資産 0  

投資有価証券 818  
計 2,441 計 1,292

　上記担保提供資産のうち、工場財団抵当に供している

資産は、建物及び構築物97百万円、機械装置及び運搬具

12百万円及びその他の有形固定資産0百万円でありま

す。

　また、上記債務の内容のうち、工場財団抵当に対応す

る債務は、一年以内に返済予定の長期借入金144百万円

及び長期借入金19百万円であります。

　上記担保提供資産のうち、工場財団抵当に供している

資産は、建物及び構築物88百万円、機械装置及び運搬具

9百万円及びその他の有形固定資産0百万円でありま

す。

　また、上記債務の内容のうち、工場財団抵当に対応す

る債務は、一年以内に返済予定の長期借入金107百万円

及び長期借入金102百万円であります。

※３　関連会社に対するものは、次のとおりであります。 ※３　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券   

株式 839百万円

投資有価証券   

株式 836百万円

４　保証債務

(1）連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対して次のとおり保証を行っております。

４　保証債務

(1）連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対して次のとおり保証を行っております。

個人住宅ローン 719百万円

個人ゴルフ会員権ローン 10 

計 729 

個人住宅ローン 581百万円

個人ゴルフ会員権ローン 5 

計 586 
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前連結会計年度
平成21年３月31日

当連結会計年度
平成22年３月31日

(2）豪州炭鉱跡地において、現地の法令による採炭地の

環境整備費用の支出に備えるため、現地金融機関に信

用状を開設しております。信用状開設額のうち、連結

子会社である住石マテリアルズ株式会社の既支払額

を控除した金額は、747百万円であります。

(2）豪州炭鉱跡地において、現地の法令による採炭地の

環境整備費用の支出に備えるため、現地金融機関に信

用状を開設しております。信用状開設額のうち、連結

子会社である住石マテリアルズ株式会社の既支払額

を控除した金額は、952百万円であります。

　５　受取手形割引高 2,420百万円

受取手形裏書譲渡高 22 

　５　受取手形割引高 1,143百万円

受取手形裏書譲渡高 23 

※６　定期借地権が設定されている土地の価額は2,374百万

円であります。

※６　定期借地権が設定されている土地の価額は2,374百万

円であります。

※７　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。

※７　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

※１　販売費及び一般管理費の内訳

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の内訳

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

(1）運送費・港頭諸掛等 929百万円

(2）報酬・給料・賞与 632 

(3）退職給付費用 23 

(4）賃借料 84 

(5）光熱・水道費及び消耗品費 37 

(6）旅費・通信費 90 

(7）減価償却費 46 

(8）貸倒引当金繰入額 11 

(1）運送費・港頭諸掛等 712百万円

(2）報酬・給料・賞与 568 

(3）退職給付費用 26 

(4）賃借料 91 

(5）光熱・水道費及び消耗品費 35 

(6）旅費・通信費 75 

(7）減価償却費 30 

(8）貸倒引当金繰入額 2 

※２　販売費及び一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費は７百万円であります。

※２　販売費及び一般管理費及び当期製造費用に含まれる

研究開発費は12百万円であります。

※３　固定資産売却益

　　　主な内訳は以下のとおりであります。

※３　固定資産売却益

　　　主な内訳は以下のとおりであります。

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

8

 10

百万円

 

土地 0  

その他 0 

機械装置及び運搬具

土地

0

 0

百万円

 

　       

　      

　

　　　

※４　移転補償益

連結子会社である泉山興業株式会社八戸工場にお

いて、隣接していた市道の拡幅工事に伴い移転等を

行ったことによる、補償金収入から撤退費用を相殺し

たものであります。

※５　固定資産除売却損

　　　主な内訳は以下のとおりであります。

※５　固定資産除売却損

　　　主な内訳は以下のとおりであります。

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び運搬具 0 

土地 2 

その他の有形固定資産 0 

建物及び構築物 13百万円

その他の有形固定資産 0 

その他の投資その他の資産　 6 
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前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

※６　その他の投資評価損

ゴルフ会員権に係る評価損であります。

※６　その他の投資評価損

同左

※７　関係会社事業損失

連結子会社である住石岩泉砕石株式会社の解散に

係る費用であります。

※７　関係会社事業損失

連結子会社である住石岩泉砕石株式会社の清算に

係る費用であります。

※８　減損損失 

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しております。

　

用途 場所  種類
減損損失

（百万円）

事業用資産
岩手県下閉伊郡

岩泉町

建物及び構

築物、機械

装置等

11

土地 6

未経過リー

ス料 
21

賃貸資産 北海道函館市

建物及び構

築物
50

長期前払費

用
6

　

（減損損失を認識するに至った経緯）　

　事業用資産については、第１四半期連結累計期間におい

て期初の計画を下回る結果となり、通期でも前期に引き続

き営業損失を計上する見込みであったため、また賃貸資産

についても賃貸損益が赤字となり翌期以降の黒字化も難

しいと判断されたため、固定資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。

（回収可能価額の算定方法）

使用価値をもって回収可能価額を測定しております。な

お、事業用資産の減損対象となった資産については、いず

れも将来キャッシュ・フローの見積額がマイナスになる

見込となったため、使用価値はゼロと評価しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数（千株）

当連結会計年度

増加株式数（千株）

当連結会計年度

減少株式数（千株）

当連結会計年度末

株式数（千株）

 発行済株式     

普通株式　（注）２ 294,429 58,875 294,429 58,875

第二種優先株式　（注）３ 7,140 7,140 7,140 7,140

合計 301,569 66,015 301,569 66,015

 自己株式     

普通株式　（注）４ 131 20 134 17

合計 131 20 134 17

 （注）１　当社は平成20年10月１日に単独株式移転により住友石炭鉱業株式会社（現　住石マテリアルズ株式会社）の完

全親会社として設立されたため、前連結会計年度末株式数は住友石炭鉱業株式会社の株式数であります。株式移

転比率は、住友石炭鉱業株式会社の普通株式１株に対して当社の普通株式0.2株を、また住友石炭鉱業株式会社

の第二種優先株式１株に対して当社の第二種優先株式１株をそれぞれ割り当てております。

　　　 ２　当連結会計年度の増加は株式移転によるものであり、減少は株式移転及び自己株式の消却によるものであります。

 　　　３　当連結会計年度の増加・減少は株式移転によるものであります。 

　　　 ４　増加は株式移転及び単元未満株式の買取によるものであり、減少は株式移転及び自己株式の消却によるものであ

ります。  

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数（千株）

当連結会計年度

増加株式数（千株）

当連結会計年度

減少株式数（千株）

当連結会計年度末

株式数（千株）

 発行済株式     

普通株式 58,875 － － 58,875

第二種優先株式 7,140 － － 7,140

合計 66,015 － － 66,015

 自己株式     

普通株式　（注） 17 0 － 17

合計 17 0 － 17

 （注）増加は単元未満株式の買取によるものであります。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,103百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
－ 

現金及び現金同等物 1,103 

現金及び預金勘定 728百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
－ 

現金及び現金同等物 728 

※２　当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳

　　住ノ江海陸運輸株式会社

　

流動資産 407百万円

固定資産 303    

流動負債 △217    

固定負債 △85     

少数株主持分 △81     

その他有価証券評価差額金 △1     

株式売却損 △205    

株式の売却価額 120    

現金及び現金同等物 △174    

売却による支出 △54     

　

　３　重要な非資金取引の内容

　当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び債務の額は、有形固定資産

が197百万円、流動負債及び固定負債が207百万円であ

ります。
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（リース取引関係）

前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(１) リース資産の内容

　 有形固定資産

　　主として採石事業部における生産設備（機械装置及び

運搬具）であります。 

(２) リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 

会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。 

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び当期末残高相当額（注）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(１) リース資産の内容

　 有形固定資産

　同左 

(２) リース資産の減価償却の方法

　同左

　同左 

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び当期末残高相当額（注）

 
取得価額
相当額

（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

当期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び運
搬具

174 66 108

合計 174 66 108

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

当期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び運
搬具

158 89 69

合計 158 89 69

②　未経過リース料当期末残高相当額（注） ②　未経過リース料当期末残高相当額（注）

１年内 34百万円

１年超 73 

計 108 

１年内 31百万円

１年超 37 

計 69 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料当期末残

高相当額は、有形固定資産の当期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

（注）同左

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 49百万円

減価償却費相当額 49 

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 33 

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　同左
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（金融商品関係）

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方

針です。

デリバティブは、外貨建予定取引の為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。当該リスクに関しては、当

社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと共に、取引先の信用状況や回

収状況及び滞留債権状況を定期的にレビューし、把握する体制をとっております。

投資有価証券のうち、時価のある株式は取引所における市場価格の変動リスクにさらされていますが、定期

的に時価を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、変動金利の借入金は、金利の変動リスクにさらされておりま

す。

デリバティブ取引の状況については、通常の取引過程における外貨建予定取引の為替相場の変動によるリス

クを軽減するため取引先の要請があった場合に為替予約を付しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ

手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクにさらされていますが、当社グループでは、資金繰計画を作成する

などの方法により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額

自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりませ

ん。（（注2）参照）

（単位：百万円）

　
連結貸借対照表

計上額（注）　　
時価（注） 差額

(1)現金及び預金 728 728 －

(2)受取手形及び売掛金 2,584 2,584 －

(3)投資有価証券 833 833 －

(4)支払手形及び買掛金 　(1,718) 　(1,718) －

(5)短期借入金 　(5,662) 　(5,662) －

(6)１年内返済予定の長期借入金 　(888) 　(888) －

(7)長期借入金 　(995) 　(995) －

(8)デリバティブ取引 － 　－ －

（注）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。
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（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

投資有価証券について、時価のある株式は取引所の価格によっております。

なお、時価のある有価証券はその他有価証券として保有しております。詳細は、注記情報「有価証券関係」をご

参照下さい。

(4)支払手形及び買掛金、並びに(5)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(6)(7)長期借入金

長期借入金の時価については、通常銀行等からの運転資金のための借入であり、当該借入金利が短期（長期）プ

ライムレートの変動に準じて変更される契約となっているため、簿価を時価と判断して記載しております。

(8)デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,347百万円）、関連会社株式（連結貸借対照表計上額836百万円）は、市場

価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

　 1年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 　728 －　 －　 －　
受取手形及び売掛金 　2,584 －　 －　 －　

投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの
　－ 　－ 　－ 　－

合計 　3,313 －　 －　 －　

（注4）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年３月31日現在）

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの
   

株式 213 237 23

小計 213 237 23

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
   

株式 378 284 △93

小計 378 284 △93

合計 591 522 △69

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（百万円） 73

売却益の合計額（百万円） 10

売却損の合計額（百万円） －

３　時価評価されていない主な有価証券

区分 内容
連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券
株式

非上場株式※
1,892

　※　残余財産分配権のない外貨建の株式1,674百万円が含まれております。

（注）その他有価証券のうち時価のある株式等の減損については、時価が取得原価に比べて50％程度以上

下落したものについては原則として減損処理を行い、取得原価に対する時価の下落率が30％以上50％

程度未満のものは個別に時価が取得原価まで回復する見込みの有無を検討し、回復可能性のないもの

については減損処理を行うこととしております。

なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について32百万円の減損処理を

行っております。
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当連結会計年度（平成22年３月31日現在）

有価証券

１　その他有価証券

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの
   

株式 833 546 287

小計 833 546 287

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
   

株式 － － －

小計 － － －

合計 833 546 287

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,347百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表の「その他の有

価証券」には含めておりません。

なお、当該非上場株式には、残余財産分配権のない外貨建の株式2,131百万円が含まれております。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 1 － 0

合計 1 － 0

３．減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、有価証券について46百万円（その他有価証券の株式46百万円）減損処理を行って

おります。

なお、その他有価証券のうち時価のある株式等の減損については、時価が取得原価に比べて50％程度以上下

落したものについては原則として減損処理を行い、取得原価に対する時価の下落率が30％以上50％程度未満の

ものは個別に時価が取得原価まで回復する見込みの有無を検討し、回復可能性のないものについては減損処理

を行うこととしております。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１　取引の状況に関する事項

　連結子会社である住石マテリアルズ株式会社は、外貨建借入金の元本返済及び利息支払について円貨によ

るキャッシュフローを確定させるため借入れ実行時に為替予約を付しております。また、通常の取引過程に

おける輸入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するため為替予約を付しており、投機的な取引及び短

期的な売買損益を得る取引は行っておりません。従って、為替相場の変動によるリスクはほとんどないもの

と判断しております。

　また、デリバティブ取引の実行及び管理は社内規程に基づき管理部で行っており、社債の発行及び多額の借

入金等は取締役会の専決事項であり、これに伴う為替予約の締結等は同時に取締役会で決定されておりま

す。

２　取引の時価等に関する事項

ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のと

おりであります。

　通貨関連

ヘッジ会計の

方法
取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(平成22年３月31日)

契約額等　
（百万円）　

契約額等の
うち１年超
（百万円）　

時価　
(百万円)　

原則的処理方法

為替予約取引
売建
米ドル

外貨建予定取引及び外貨建
売上金銭債権の為替変動リ
スク

213 － 216

為替予約取引
買建
米ドル

外貨建予定取引及び外貨建
仕入金銭債務の為替変動リ
スク

213 － 216

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度 当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社グループは退職一時金制度を設けております。

　なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合

があります。

１　採用している退職給付制度の概要

　当社グループは退職一時金制度を設けております。

　なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合

があります。

２　退職給付債務に関する事項

（平成21年３月31日現在）

２　退職給付債務に関する事項

（平成22年３月31日現在）

（単位：百万円）

イ　退職給付債務 △290

ロ　年金資産 －

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △290

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 5

ホ　連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） △284

ヘ　退職給付引当金 △284

（単位：百万円）

イ　退職給付債務 △260

ロ　年金資産 －

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △260

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 0

ホ　連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） △259

ヘ　退職給付引当金 △259

３　退職給付費用に関する事項

（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

３　退職給付費用に関する事項

（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

（単位：百万円）

イ　勤務費用 34

ロ　会計基準変更時差異の費用処理額 0

ハ　退職給付費用（イ＋ロ） 35

（単位：百万円）

イ　勤務費用 34

ロ　会計基準変更時差異の費用処理額 4

ハ　退職給付費用（イ＋ロ） 38

（注）上記退職給付費用以外に、退職金21百万円を支

払っており、一般管理費に0百万円、特別損益に20百

万円計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　会計基準変更時差異の処理年数 　　15年 　　会計基準変更時差異の処理年数 15年

（注）連結子会社である住石マテリアルズ株式会社に

おいては一時償却しており、その他の連結子会社に

おいては15年による按分額を費用処理しておりま

す。

（注）連結子会社である住石マテリアルズ株式会社及

び住石貿易株式会社においては一時償却しており、

その他の連結子会社においては15年による按分額

を費用処理しております。

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 当連結会計年度

１　繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰延税金

負債の発生の主な原因別の内訳

１　繰延税金資産、繰延税金負債及び再評価に係る繰延税金

負債の発生の主な原因別の内訳

平成21年３月31日

主な原因
金額

（百万円）

（繰延税金資産）  

退職給付引当金税務否認額 106
定期借地権付土地評価損税務否認額 124
減損損失税務否認額 732
税務上の繰越欠損金 9,663
その他 75
小計 10,703
評価性引当額 △10,566
繰延税金資産合計 137

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △11
小計 △11
繰延税金資産の純額 125

（再評価に係る繰延税金負債）  

土地再評価差額金 397
  

平成22年３月31日

主な原因
金額

（百万円）

（繰延税金資産）  

退職給付引当金税務否認額 89
定期借地権付土地評価損税務否認額 124
減損損失税務否認額 732
資産調整勘定 1,510
税務上の繰越欠損金 8,270
未払費用 194
その他 100
小計 11,023
評価性引当額 △10,839
繰延税金資産合計 183

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △337
小計 △337
繰延税金負債の純額 △153

（再評価に係る繰延税金負債）  

土地再評価差額金 397
  

（注）当連結会計年度末における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。

（注）当連結会計年度末における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。

流動資産―繰延税金資産 137百万円

固定負債―繰延税金負債 △11 

固定負債―再評価に係る繰

延税金負債
△397 

流動資産―繰延税金資産 17百万円

固定負債―繰延税金負債 △171 

固定負債―再評価に係る繰

延税金負債
△397 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

 （％）

法定実効税率 40.6

（調整）  

一時差異に該当しない申告調整項目 4.3

評価性引当額等 △ 56.4

連結消去に伴う影響額 14.3

住民税均等割等 6.9

連結除外による一時差異の減少 30.2

その他 2.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.1

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

 （％）

法定実効税率 40.6

（調整）  

一時差異に該当しない申告調整項目 △72.2

評価性引当額等 △447.2

連結消去に伴う影響額 471.2

住民税均等割等 20.5

持分法投資利益 △1.4

その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.8
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（企業結合等関係）

前連結会計年度

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

（共通支配下の取引関係）

（株式移転）

平成20年５月30日開催の住友石炭鉱業株式会社（現　住

石マテリアルズ株式会社）取締役会及び平成20年６月27日

開催の定時株主総会において、単独株式移転により同社を

完全子会社とする持株会社「住石ホールディングス株式会

社」（当社）を設立することを決議し、平成20年10月１日

に設立いたしました。

(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容等

①結合当事企業の名称

住石マテリアルズ株式会社

②結合当事企業の事業の内容

石炭事業、新素材事業、採石事業及び建材・機材事業部門

③企業結合の目的

当社グループが、事業環境の急激な変化にあっても、安

定的な成長を続けていくためには、複数の事業特性が異

なる事業分野において、それぞれの市場環境に応じて機

動的な事業展開を進めていくことが不可欠であると判断

し、持株会社体制へ移行することといたしました。

　持株会社を親会社とし、その後完全子会社（事業会社）

を複数の事業会社に分割することにより、グループ全体

の経営と個別事業を分離して、それぞれの権限と責任を

明確化し、持株会社は事業環境の変化に応じてグループ

全体の経営効率の向上を図り、事業子会社の経営の自由

度を高めて自立・成長を促し、当社グループの企業価値

を向上させてまいります。

④企業結合日　

平成20年10月１日

⑤企業結合の法的形式

単独株式移転による純粋持株会社設立

⑥結合後企業の名称

住石ホールディングス株式会社

(2)会計処理の概要

企業会計上の「共通支配下の取引」として処理します。

（共通支配下の取引関係）

（連結子会社間の事業譲渡）

平成21年８月20日の取締役会決議に基づき、当社の連結

子会社である住石マテリアルズ株式会社の石炭仕入販売事

業を、平成21年10月１日をもって、当社の連結子会社である

住石貿易株式会社に事業譲渡いたしました。

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事

業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要

(1)結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその

事業の内容

住石マテリアルズ株式会社の石炭仕入販売事業

(2)企業結合の法的形式

住石マテリアルズ株式会社を譲渡元とし、住石貿易株

式会社を譲渡先とする事業譲渡

(3)結合後企業の名称

住石貿易株式会社

(4)取引の目的を含む取引の概要

今後とも成長が見込まれる石炭資源の分野で、事業

環境や市場の変化に機敏に対処でき、かつ他社との提

携にも機動的に対応できるよう、単独の事業会社化を

図り、石炭仕入販売事業の更なる発展を目指すもので

あります。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15

年10月31日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号　平成19年11月15日公表分）に基づき、共通支配

下の取引として処理しております。

　

次へ
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（賃貸等不動産関係）

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

当社の連結子会社である住石マテリアルズ株式会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の土地等を有

しております。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸等損益は13百万円（賃貸収益は営業外収

益に、主な賃貸等費用は営業外費用に計上）であります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価　前連結会計年度末

残高　
当連結会計年度
増減額　

当連結会計年度末
残高　

　5,038 　31 　5,070 　3,833

（注）１．連結貸借対照表額計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり

ます。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は、連結子会社である泉山興業株式会社八戸事業所の、市道

の拡幅工事に伴う移転等を行ったことによる事業用地から遊休地への振替等による増加（53百万円）で

あり、主な減少額は減価償却費（11百万円）であります。

なお、当該土地は、当連結会計年度末に同じく連結子会社である住石マテリアルズ株式会社へ譲渡して

おります。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づく金額を採用し、その他の物件については第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や

適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や

指標を用いて調整した金額によっております。また、当連結会計年度に新規取得したものについては、時

価の変動が軽微であると考えられるため、連結貸借対照表計上額をもって時価としております。

（追加情報）

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11月

28日）を適用しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 
石    炭
事業部門
(百万円)

新素材
事業部門
(百万円)

採    石
事業部門
(百万円)

建材・機材
事業部門
(百万円)

その他
の部門
(百万円)

計
 

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
 

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益         

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高
40,154 410 1,919 10,329 749 53,562 － 53,562

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ － 34 － 19 54 (54) －

計 40,154 410 1,953 10,329 769 53,617 (54) 53,562

営業費用 39,042 300 1,788 10,168 752 52,052 523 52,576

営業利益 1,112 109 165 161 16 1,564 (578) 986

Ⅱ　資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支

出

        

資産 6,781 729 2,323 3,518 612 13,964 6,578 20,542

減価償却費 7 35 137 1 29 212 46 258

減損損失 － － 39 － － 39 57 96

資本的支出 1 － 262 3 5 273 10 283

　（注）１　事業の種類の区分方法

内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な製品の名称又は事業の内容等

(1）石炭事業部門…………石炭の仕入及び販売

(2）新素材事業部門………工業用人工ダイヤモンドの製造、仕入及び販売

(3）採石事業部門…………砕石の採取、加工及び販売

(4）建材・機材事業部門…セメント、生コンクリート、ＡＬＣ等の各種建材並びに建設・運搬用機材、その他産

業用各種機材の仕入及び販売

(5）その他の部門…………貨物の輸送等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は578百万円であり、その主なものは、

連結子会社である住石マテリアルズ株式会社の管理部門及び全社資産に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,608百万円であり、その主なものは、連結子会社

である住石マテリアルズ株式会社の現金及び預金、有価証券並びに管理部門に係る資産であります。

５　営業費用には、「長期前払費用」及び「繰延資産」の償却費が含まれており、これにより資本的支出は「長期

前払費用」を含めて表示しております。

６　会計方針の変更

　　　　（リース取引に関する会計基準）

　　　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、資産が採石事業部門で181百万円、建材・機材事業部門で３

百万円、減価償却費が採石事業部門で12百万円、建材・機材事業部門で０百万円、資本的支出が採石事業部門

で193百万円、建材・機材事業部門で３百万円それぞれ増加しております。
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 
石    炭
事業部門
(百万円)

新素材
事業部門
(百万円)

採    石
事業部門
(百万円)

建材・機材
事業部門
(百万円)

その他
の部門
(百万円)

計
 

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
 

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益         

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高
25,375 358 1,287 6,773 － 33,794 － 33,794

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ － 22 － － 22 (22) －

計 25,375 358 1,309 6,773 － 33,816 (22) 33,794

営業費用 24,681 298 1,262 6,668 － 32,912 559 33,471

営業利益 693 60 46 104 － 904 (581) 322

Ⅱ　資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支

出

        

資産 3,657 616 1,544 1,763 612 8,193 8,485 16,678

減価償却費 6 31 103 1 － 142 26 168

減損損失 － － － － － － － －

資本的支出 1 0 14 1 － 17 25 42

　（注）１　事業の種類の区分方法

内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な製品の名称又は事業の内容等

(1）石炭事業部門…………石炭の仕入及び販売

(2）新素材事業部門………工業用人工ダイヤモンドの製造、仕入及び販売

(3）採石事業部門…………砕石の採取、加工及び販売

(4）建材・機材事業部門…セメント、生コンクリート、ＡＬＣ等の各種建材並びに建設・運搬用機材、その他産

業用各種機材の仕入及び販売

(5）その他の部門…………貨物の輸送等

なお、前連結会計年度において、その他の部門で貨物自動車運送業を行っていた住ノ江海陸運輸株式会社の

全株式を譲渡したため、当連結会計年度の売上高及び営業損益に係る実績はありません。またその他の部門に

該当する資産は、関連会社株式であり、事業の内容は、２．企業集団の状況に記載のとおりであります。

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は581百万円であり、その主なものは、

連結子会社である住石マテリアルズ株式会社の管理部門及び全社資産に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,534百万円であり、その主なものは、連結子会社

である住石マテリアルズ株式会社の現金及び預金、有価証券並びに管理部門に係る資産であります。

５　営業費用には、「長期前払費用」及び「繰延資産」の償却費が含まれており、これにより資本的支出は「長期

前払費用」を含めて表示しております。

EDINET提出書類

住石ホールディングス株式会社(E21342)

有価証券報告書

55/76



【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　同上

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　同上
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【関連当事者情報】

　前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　　　　　（追加情報）

　　　　　　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適

用しております。

　　　　　　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　１.　関連当事者との取引

　　（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　該当事項はありません。 

　　（２) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　関連会社等 

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の所有

（被所有）割合

（％） 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連

会社

ＳＰＳシンテック

ス株式会社

神奈川県

川崎市

高津区

   80　

 放電プラズ

マ焼結機等

の製造及び

販売

（所有）

間接

40％

商標権及び

特許権専用

実施権設定

契約の締結

役員の兼任 

 商標権・　特

許権使用料の

収受

41
未収

入金
19

   　　　　（注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

　２.　重要な関連会社に関する注記

 　  重要な関連会社の要約財務情報

 　　　　当連結会計年度における、重要な関連会社である泉汽船株式会社を含む、すべての持分法適用関連会社（３

社）の、合算要約財務情報は以下のとおりであります。

 流動資産合計

 固定資産合計

 1,842百万円

 9,591百万円

 流動負債合計

 固定負債合計

 2,084百万円

 6,809百万円

 純資産合計 2,539百万円

 売上高

 税引前当期純利益金額

 当期純利益金額

 6,723百万円

 418百万円

 207百万円
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　当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　１.　関連当事者との取引

　　（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　該当事項はありません。 

　　（２) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　関連会社等 

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の所有

（被所有）割合

（％） 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連

会社

ＳＰＳシンテック

ス株式会社

神奈川県

川崎市

高津区

   80　

 放電プラズマ

焼結機等の製

造及び販売

（所有）

間接

40％

商標権及び

特許権専用

実施権設定

契約の締結

役員の兼任 

 商標権・　特許

権使用料の収

受

22
未収

入金
12

   　　　　（注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

　２.　重要な関連会社に関する注記

 　  重要な関連会社の要約財務情報

 　　　　当連結会計年度における、重要な関連会社である泉汽船株式会社を含む、すべての持分法適用関連会社（３

社）の、合算要約財務情報は以下のとおりであります。

 流動資産合計

 固定資産合計

 1,804百万円

 8,765百万円

 流動負債合計

 固定負債合計

 1,809百万円

 6,223百万円

 純資産合計 2,537百万円

 売上高

 税引前当期純利益金額

 当期純利益金額

 6,176百万円

 105百万円

 42百万円
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

１株当たり純資産額 26.49円

１株当たり当期純利益金額 3.46 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額
3.03 

１株当たり純資産額 39.92円

１株当たり当期純利益金額 5.14 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額
4.50 

１．　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

当連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 4,058 4,848

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
2,499 2,499

（うち優先株式残余財産分配額） (2,499) (2,499)

普通株式に係る純資産額（百万円） 1,559 2,349

普通株式の発行済株式数（千株） 58,875 58,875

普通株式の自己株式数（千株） 17 17

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株） 58,858 58,858

　２．　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

当連結会計年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益（百万円） 203 302

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 203 302

普通株式の期中平均株式数（千株） 58,859 58,858

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額（百万円）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用いられた

普通株式増加数の内訳

普通株式増加数（千株）

（うち優先株式）

－

8,330

　　(8,330)  

－

8,330

　　(8,330)  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

当該事項はありません。

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

当該事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】
 

区分
前連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 8,421 5,662 2.0 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,149 888 2.6 －

１年以内に返済予定のリース債務 26 26 　　　－ －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,883 995 2.6平成26年３月31日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 167 142 － 平成28年９月20日
その他有利子負債 － － 　　　－ －

合計 11,647 7,714 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 　　　 ２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 667 288 39 －

リース債務 26 26 25 25

 

（２）【その他】

１.　当連結会計年度における四半期情報

 
第１四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

第４四半期

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円）          9,593         7,893         10,562 5,744

税金等調整前四半期純利益又は税金等

調整前四半期純損失（△）（百万円）
△27 566 319 △515

四半期純利益又は四半期純損失（△）

（百万円）
△30 508 241 △418

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額（△）（円）
△0.51 8.65 4.11 △7.11

２.　訴訟等

　　　　　 当社の連結子会社である住石マテリアルズ株式会社に対して、北海道地区における元炭鉱従業員等148名から、じん

肺罹患による損害賠償請求の申し入れがありましたが、同社としては賠償内容の適正性の確保を最優先に、賠償

責任の根拠と範囲、病状等の事実関係について調査・検討しております。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 0 1

未収入金 14 ※1
 66

その他 － 0

流動資産合計 15 68

固定資産

投資その他の資産

関係会社株式 3,756 3,856

投資その他の資産合計 3,756 3,856

固定資産合計 3,756 3,856

資産合計 3,771 3,924

負債の部

流動負債

未払金 22 ※1
 227

未払費用 17 24

未払法人税等 0 1

その他 0 0

流動負債合計 40 253

負債合計 40 253

純資産の部

株主資本

資本金 2,500 2,500

資本剰余金

資本準備金 300 300

その他資本剰余金 956 956

資本剰余金合計 1,256 1,256

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △25 △84

利益剰余金合計 △25 △84

自己株式 △0 △0

株主資本合計 3,730 3,671

純資産合計 3,730 3,671

負債純資産合計 3,771 3,924
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

その他の売上高 ※1
 150

※1
 180

売上高合計 150 180

売上総利益 150 180

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 134

※1, ※2
 261

営業利益又は営業損失（△） 15 △81

営業外収益

受取利息 0 0

受取保証料 － 2

その他 0 0

営業外収益合計 0 2

営業外費用

雑損失 41 4

営業外費用合計 41 4

経常損失（△） △25 △83

税引前当期純損失（△） △25 △83

法人税、住民税及び事業税 0 △23

法人税等合計 0 △23

当期純損失（△） △25 △59
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 － 2,500

当期変動額

株式移転による増加 2,500 －

当期変動額合計 2,500 －

当期末残高 2,500 2,500

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 － 300

当期変動額

株式移転による増加 300 －

当期変動額合計 300 －

当期末残高 300 300

その他資本剰余金

前期末残高 － 956

当期変動額

株式移転による増加 956 －

当期変動額合計 956 －

当期末残高 956 956

資本剰余金合計

前期末残高 － 1,256

当期変動額

株式移転による増加 1,256 －

当期変動額合計 1,256 －

当期末残高 1,256 1,256

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 － △25

当期変動額

当期純損失（△） △25 △59

当期変動額合計 △25 △59

当期末残高 △25 △84

利益剰余金合計

前期末残高 － △25

当期変動額

当期純損失（△） △25 △59

当期変動額合計 △25 △59

当期末残高 △25 △84
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 － △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 － 3,730

当期変動額

株式移転による増加 3,756 －

自己株式の取得 △0 △0

当期純損失（△） △25 △59

当期変動額合計 3,730 △59

当期末残高 3,730 3,671

純資産合計

前期末残高 － 3,730

当期変動額

株式移転による増加 3,756 －

自己株式の取得 △0 △0

当期純損失（△） △25 △59

当期変動額合計 3,730 △59

当期末残高 3,730 3,671
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【重要な会計方針】

前事業年度
自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日

当事業年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左　

２　消費税等の会計処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

２　消費税等の会計処理の方法

同左　

３　連結納税制度の適用

　　連結納税制度を適用しております。

３　連結納税制度の適用

同左

　

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

該当事項はありません。 ※１　関係会社項目

　 　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

　
　

流動資産  

未収入金 63百万円

流動負債  

未払金 227
　

　 ２　偶発債務

　 (1）債務保証

　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。

　 保証先 金額(百万円) 内容
住石マテリアルズ株式会

社
4,817借入債務

　

（損益計算書関係）

前事業年度
自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日

当事業年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

関係会社への売上高 150百万円

関係会社よりの業務委託手数料 26 

関係会社への売上高 180百万円

関係会社よりの業務委託手数料 41 

※２　販売費及び一般管理費

　主要な費目及び金額は次のとおりであり、全額が一般

管理費に属する費用であります。

※２　販売費及び一般管理費

　主要な費目及び金額は次のとおりであり、全額が一般

管理費に属する費用であります。

(1）役員報酬 10百万円

(2）業務委託手数料 68 

(3）株式事務代行料 27 

(4）法定監査費用 25 

(5）その他 3 

(1）役員報酬 23百万円

(2）業務委託手数料 134 

(3）株式事務代行料 47 

(4）法定監査費用 46 

(5）その他 10 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成20年10月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株
式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末株
式数（千株）

普通株式（注） ― 0 ― 0

合計 ― 0 ― 0

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株
式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末株
式数（千株）

普通株式（注） 0　 0 ―　 0

合計 0　 0 ―　 0

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。　

（リース取引関係）

前事業年度
自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日

当事業年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

（有価証券関係）

前事業年度（自平成20年10月１日　至平成21年３月31日）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式3,856百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

（税効果会計関係）

前事業年度 当事業年度

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 （繰延税金資産）

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 （繰延税金資産）

 税務上の繰越欠損金 10百万円

 評価性引当額 △10

 繰延税金資産合計 －

 税務上の繰越欠損金 9百万円

 評価性引当額 △9

 繰延税金資産合計 －

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  　税引前当期純損失のため記載を省略しております。 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  　税引前当期純損失のため記載を省略しております。 

（企業結合等関係）

 　　　 連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日

当事業年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

１株当たり純資産額 20.91円

１株当たり当期純損失金額（△） △0.44 

１株当たり純資産額 19.91円

１株当たり当期純損失金額（△） △1.00 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されているため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されているため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前事業年度

自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日

当事業年度
自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

１株当たり当期純損失金額         

当期純損失（△）（百万円） △25 △59

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る当期純損失（△）（百万円） △25 △59

期中平均株式数（千株） 58,875 58,875

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用いられた

普通株式増加数の内訳

普通株式増加数（千株）

（うち優先株式）

（うち新株予約権の行使）

－

－

－

 －

－

－

－

 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

第二種優先株式 

         7,140,000株 

なお概要は、「第４、１

（１）②発行済株式」

記載のとおりでありま

す。 

同左

（重要な後発事象）

前事業年度（自平成20年10月１日　至平成21年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　　　 　該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

　　　 　該当事項はありません。　

【引当金明細表】

　　　 　該当事項はありません。 

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ア　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金  －

預金   

普通預金 1  

別段預金 0 1

計  1

②　固定資産

ア　関係会社株式

相手先 金額（百万円）

住石マテリアルズ株式会社 3,756

住石貿易株式会社 100

計 3,856

③　流動負債

ア　未払金

相手先 金額（百万円）

住石マテリアルズ株式会社 192

住石貿易株式会社 35

計 227
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（３）【その他】

該当事項はありません。　
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度
４月１日から３月31日まで

但し、最初の事業年度は、当会社設立の日から平成21年３月31日までです。

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

　東京都中央区八重洲二丁目３番１号

　　住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

　大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

　　住友信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本経済新聞

に掲載して行う。なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのＵ

ＲＬは次のとおりです。

http://www.sumiseki.co.jp/

株主に対する特典 なし

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

することができないとしております。　　　

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第１期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月26日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成21年６月26日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第２期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月７日関東財務局長に提出

（第２期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月６日関東財務局長に提出

（第２期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月５日関東財務局長に提出　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２１年６月２６日

住石ホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金子　秀嗣　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原口　清治　　㊞

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる住石ホールディングス株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸
表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属
明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務
諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住石ホー
ルディングス株式会社及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度
の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、住石ホールディングス株式会
社の平成２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに
内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表
明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができな
い可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、住石ホールディングス株式会社が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準
拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 

 
※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２２年６月２９日

住石ホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩渕　信夫　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金子　秀嗣　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原口　清治　　㊞

＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる住石ホールディングス株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸
表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属
明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務
諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし
て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た
と判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住石
ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計
年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、住石ホールディングス株式会
社の平成２２年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに
内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表
明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができな
い可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか
の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、
評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん
でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、住石ホールディングス株式会社が平成２２年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると
表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に
準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 

 
※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２１年６月２６日

住石ホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金子　秀嗣　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原口　清治　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる住石ホールディングス株式会社の平成２０年１０月１日から平成２１年３月３１日までの第１期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住石ホール

ディングス株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

 

※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２２年６月２９日

住石ホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩渕　信夫　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金子　秀嗣　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原口　清治　　㊞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる住石ホールディングス株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第２期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住石ホール

ディングス株式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

 

※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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